










































































































































































































































産　業 日本企業親会社 欧米企業日本子会社 産　業 日本企業親会社 欧米企業日本子会社
飲料 6 2 自動車 2 3
食　品 1 5 電気機械 8 1
製　薬 0 2 P　C 3 1
































質問項目頬型 質問項目 耐久消費財産業 非耐久消費財産業 日本企業親会社 欧米企業日本子会社
国際的企業戦略 グローバル戦略（17，N＝18） グローバル戦略（10，N＝16） グローバル戦略（14，N冨19） グローバル靭洛（13，N＝15）
製品カテゴリー 10以上（11，N＝18） 10以上（10，N冒19） 10以上（14，N＝22） 10以上（7，N冨15）
海外売上高比率 30～50％（6，N＝18） 70％以上（9，N；16） 分散（N；19） 70％以上（12，N＝15）
70％以上（7）
国際経営項目 全社的組織構造 製品事業部制（8，N＝18） 世界多極組織（6，N＝16） 製品事業部制（9，N冨19） 世界多極組織（9，N＝15）
世界多極組織（7） 世界多極組織（5）
海外子会社設立 40～50年（9，N＝18） 50年以上（7，N冨16） 40～50年（9，N＝19）50年以上（9，N＝15）
年数
価値連鎖上の重 製品開発（L76） 製品開発（1．68） 全般 製品開発（1．43）
視点 コミュニケーショソ政策 コミュニケーション政策 コミュニケーション政策
（1．47） （1．79） （1．71）




グローバル・ブ 親会社が基本的管理内容を 親会社が基本的管理内容を 親会社が基本的管理内容を 親会社が全ての管理内容を
ランド管理にお 意思決定，残りを現地子会 意思決定，残りを現地子会 意思決定，残りを現地子会 意思決定（4，N富15）
ける意思決定所 社が意思決定（7，N＝18） 社が意思決定（10，N；19） 社が意思決定（12，N冒22）親会社が基本的管理内容を在 親会社が基本的内容を意思 親会社が基本的内容を意思 親会社が基本的内容を意思 意思決定，残りを現地子会
決定，残りを親子間で共同 決定，残りを親子間で共同 決定，残りを親子間で共同 社が意思決定（5）
意思決定（8） 意思決定（7） 意思決定（9） 親会社が基本的内容を意思
決定，残りを親子間で共同
意思決定（6）
グローバル・ブ 製品ブランドの基本コソセ 製品ブラソドの基本コンセ 製品ブランドの基本コソセ 製品ブランドの基本コンセ









ブランド・ポジショこング 製品の基幹技術（10） ブラソド・ポジショニソグ 製品の基幹技術（9）
（12） 製品のデザイソ・形状・色 （13） 製品のデザイン・形状・色
製品の基幹技術（12） （11） 製品の基幹技術（13） （10）




















［1．83］ ［1．63］ ［1．73］ ［1．73］



































外部環境に対す あてはまる： あてはまる： あてはまる： あてはまる：
る認識 最終消費者の要求厳格化 最終消費者の要求厳格化 最終消費者の要求厳格化 最終消費者の要求厳格化
［1．28］ ［1．16］ ［1．32］ ［1，07］
急激な市場環境変化［1．22］ 急激な市場環境変化［1．11］ 急激な市場環境変化［L32］製品ライフサイクル短縮化
製品ライフサイクル短縮化 製品ライフサイクル短縮化 製品ライフサイクル短縮化 傾向［L20］
傾向［1．22］ 傾向［1．00］ 傾向［1．05］ 費用削減競争の激化〔L60］
費用削減競争の激化［1．83］ 費用削減競争の激化［1．42］費用削減競争の激化［1．64ユ価格競争の激化［1．67］


















































親会社 地域統括本社・欧米亜子会社 親会社 地域統括本社・日本子会社
自　動　車 1 2 1 0
耐久消費財産業 電気機械 6 7 0 0
P　　　　C 4 1 1 1
飲　　　料 1 2 0 1
食　　　品 0 0 0 4
日　用　品 1 0 0 0
非耐久消費財産業
衣　　　料 0 0 0 1
航　　　空 0 0 1 1
輸送・通信 0 0 2 0
























質問項目類型 質問項目 耐久消費財産業 非酎久消費財産業 日本企業 欧米企業









製品開発部門への関与（11） 製品開発部門への関与（5） 製品開発部門への関与零 営業部門への関与率（5）
営業部門への関与（13） 流通部門への関与（6）
（12） 広告部門への関与＊（7）
広告部門への関与（19） 営業部門への関与（6） 営業部門への関与零（14） 販促部門への関与＊（7）
販促部門への関与（17） 広告部門への関与（6） 広告部門への関与零（18） 広報部門への関与＊（8）





















グローバル・ブ 親会社主導（10，N＝23） 親会社主導（6，N＝12） 親会社主導＊（10，N＝24） 親会社主導＊（6，N冒11）
ラソド管理にお







①企業要因（7，N＝14） ほぼ同じ（N＝6） 8鰭懇鈷冨轟要　因零 ほぼ同じ窒（N＝7）
位






























企業と広告会社 企業主導： 広告会社主導： 企業主導： 企業主導：
との協働関係 広告衷現計画（12，N＝21）広告表現開発（9，N＝13） 広告表現計画＊（13，N＝22）広告表現計画（6，N＝13）
メディア計画（6） 共同意思決定： 広告会社主導： 広告会社主導：
広告会社主導： 広告表現計画（7，N＝14） 広告表現開発＊（15） 広告表現開発＊（8，N＝12）
広告表現開発（14） メディア計画（7，N＝12） メディア計画＊（10） 共同意思決定：
メディア計画（8） 共同意思決定： 広告表現計画塞（5，N＝13）
共同意思決定： 広告表現計画零（8） メディア計画幸（5，N＝11）
広告表現計画（8） メディア計画賢8）
メディア計画（6）
（注1）
（注2）
（注3）
（注4）
「親・地間」は親会社・地域統括本社間，「地・子間」は地域統括本社・現地子会社間の略である。
（）は回答数とサソプル数を表わす。傾向の導出は基本的にサンプルの過半数以上を基準としている。例外として回答がいくつかの級に分
散している場合は過半数以下でも傾向としてとらえている。
無効回答による欠測値のため，質問項目によってサソプル数が異なる。
＊は耐久消費財産業あるいは非酎久消費財産業における傾向のうち，日本企業あるいは欧米企業でもあてはまるものを表わす。
主にコミュニケーション政策を中心に関与する傾向が強い。この結果は，第1調査で明らかになっ
た事実，すなわち日本企業が企業行動全般を競争優位源泉と認識し，欧米企業が特定の競争優位源泉
に集中するという点に符合する。
　次にグローバル広告項目の産業類型間比較においては以下2つの一般性・特殊性がみられる。第1
に，コミュニケーション政策における親会社・地域統括本社・現地子会社間の意思決定権限分担につ
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いては，非耐久消費財産業で年間広告予算の決定を親子間，あるいは地域統括本社・現地子会社間で
共同意思決定する傾向があることを除き，両産業類型で現地子会社主導という点でほぼ同じ傾向がみ
られる。第2に，クライアソトとなる企業と広告会社との協働関係について，広告表現／メディア計
画では企業と広告会社が共同意思決定をおこない，また広告表現開発は広告会社主導で意思決定をお
こなう傾向がみられる。ただし耐久消費財産業では企業が広告表現／メディア計画を主導的におこな
う傾向も示されていることから，当該産業ではプラソド管理組織がコミュニケーション政策の計画段
階において広告会社に対し間接的に関与している可能性が高いと考えられる。
　また同項目の企業国籍間比較については，企業と広告会社との協働関係において企業が広告表現計
画を主導し，広告会社が広告表現開発を主導するという一般性がみられるのみで，その他の質問項目
では次のような特殊性のほうが顕著である。すなわち，親会社・地域統括本社・現地子会社間の広告
における意思決定権限分担において，日本企業では現地子会社にほとんどの意思決定権限が委譲され
るのに対し，欧米企業では年間広告予算の決定と広告会社の選定において親会社主導と現地子会社主
導の2つの傾向に分かれるということである。
4．グローバル・ブランド管理の研究課題
　上記2つの定量調査によって，グローバル・ブランド管理における産業類型間／企業国籍間の一般
的傾向が明らかになった。耐久／非耐久消費財産業では価値連鎖のうち製品開発とコミュニケーショ
ソ政策が競争優位源泉と認識されており，グローバル・ブランド管理においても親会社のブランド管
理組織がブランディングやコミュニケーション政策のみならず製品開発の意思決定にも関与する傾向
が強い。たとえば，親会社は管理内容のうち製品ブランドの基本コンセプトやネーム・ロゴ・シソボ
ル，さらには製品の基幹技術やデザイン・形状・色にまで関与している。また日本／欧米企業でもほ
ぼ同様の傾向がみられる。ただし2つの定量調査結果においてより重要なのは，以下に示す産業類
型／企業国籍による特殊性である。
　①ブランド管理組織設置に際して，耐久消費財産業では専門組織を新たに創設する傾向があるの
　　　に対し，非耐久消費財産業では既存部門を援用する傾向がある（第1調査）。
　②耐久消費財産業では，親会社がグローバル・ブラソド管理内容のうちブランド・ポジショニン
　　　グや製品を構成する部品や成分についての意思決定にも関与する傾向がある（第1調査）。
　③耐久消費財産業では，ブランド管理組織がコミュニケーショソ部門（広告・販促・広報部門）
　　　のみならずR＆D部門や生産部門，流通部門にも関与する場合がある（第2調査）。
　④　日本企業では価値連鎖上の企業行動全般を競争優位源泉として認識している（第1調査）。そ
　　　のため日本企業のブランド管理組織は欧米企業のそれよりも多くの職能部門に関与する傾向が
　　　強い（第2調査）。
　このように，グローバル・プラソド管理の実態は産業類型／企業国籍によっていくつかの共通部分
があるものの，多くの部分で異なる形態・内容を有している。既存研究ではあらゆる消費財産業に通
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底する一般理論としての製品ブランド管理論／グローバル・ブラソド管理論が展開されてきたが，産
業特性や企業国籍によって特殊なグローバル・ブラソド管理の形態や内容があるとみなければならな
い。したがって，これらの実態を説明するためにはグローバル・プランド管理の分析方法について再
検討する必要があると考えられる。
　2つの定量調査で明らかになったように，グローバル・ブラソド管理の主体は企業のなかでもとり
わけブランド管理組織となりつつある。ブラソド管理組織は自社の職能諸部門に対して直接的に関与
するばかりではなく，外部組織に対しても間接的に関与する傾向がみられる。既存研究ではブランド
管理組織による製品ブランド管理の内容やプロセスについて検討されてこなかったが，今後はコミュ
ニケーション管理と同様に供給管理や流通管理，製品開発管理なども考慮に入れるのが妥当である。
また第2調査ではコミュニケーション部門と広告会社との協働を一例として，管理主体となる企業
と外部組織との企業間関係におけるブランド管理組織の影響を考察したが，さらにR＆D・製品開
発・生産部門と供給企業との協働，流通部門と流通企業との協働におけるブランド管理組織の関与に
ついても明らかにしていく必要がある。
　さらに前述の図表4で示したように，グローバル・ブラソド管理は企業内／企業間視角および国内
／国際視角から，①親会社内の職能諸部門に対するグローバル・ブランド管理，②親会社・地域統括
本社・現地子会社間におけるグローバル・ブランド管理，③国内の外部組織に対するグローバル・ブ
ラソド管理，および④国外の外部組織に対するグローバル・ブランド管理の4類型に整理すること
ができる。そして各類型では個別の分析方法をとる必要があると考えられる。以下では企業内におけ
るグローバル・ブランド管理について①②を説明し，次に企業間におけるそれについて③④を説明す
る。
　まず①で検討すべき課題は，親会社のブラソド管理組織がその職能諸部門に及ぼす影響を明らかに
することである。第1調査で耐久／非耐久消費財産業のブランド管理体制が異なる傾向が示されたよ
うに，産業類型によってブラソド管理組織の形態は異なり，またそれによって職能諸部門との関係も
異なると考えられる。したがって，ある産業における個別企業の事例を蓄積し，プランド管理組織に
よる企業内でのグローバル・ブランド管理の特徴を明らかにすることがもっとも基本的な研究課題で
あると思われる。
　次に②では，①の研究成果に国際視角を加え，親会社・地域統括本社・現地子会社間でおこなわれ
るグローバル・プランド管理の詳細（主に意思決定の権限分担とその内容）を明らかにすることが課
題となる。とくに親子間におけるグローバル・ブラソド管理の一般性の導出においては，親会社のブ
ランド管理組織が現地子会社の職能諸部門に及ぼす影響を検証する必要があると考えられる。
　また③では，①の研究成果に企業間視角を加え，親会社の職能諸部門と国内の外部組織との関係に
対しブランド管理組織がいかに関与するかを明らかにすることが課題となる。その際には国内マーケ
ティング構造を考慮した分析が求められる。たとえば日本における日本企業のグローバル・ブランド
管理を検討する場合，国内の特殊なロジスティクス構造（たとえば流通多段階制）や広告制作慣行を
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考慮し，それらに規定される職能諸部門と外部組織との関係にブラソド管理組織がいかに介在するか
を検証することが重要であろう。
　最後に④では，②の研究成果に企業間視角を加味し，現地子会社の職能諸部門と当該国の外部組織
との関係における親会社あるいは地域統括本社のブランド管理組織の関与を明らかにすることが課題
である。産業類型／企業国籍によって異なるブラソド管理組織およびグローバル・ブラソド管理内容
の特徴と各国で特殊なマーケティング構造を考慮し，ある産業における親会社のプランド管理組織が
その現地子会社と当該国の外部組織との関係に対していかに関与するのかを明らかにする必要がある
と考えられる。
　以上のように，グローバル・ブラソド管理論では上記の4類型に整理し，それぞれ固有の研究課
題に対して個別企業の実証研究をおこなう必要がある。それらは既存研究の蓄積がほとんどない分野
であり，グローバル・ブランド管理論における当面の課題であると思われる。またさらなる研究課題
としては，ある産業内における一般性の導出（同一産業内・企業間比較）や同一産業類型内における
他産業との一般性の導出（同一産業類型内・産業間比較），異なる産業類型間における一般性の導出
（産業類型間比較）も残されている。
5．　おわりに
　本稿ではグローバル・ブランド管理に関する2つの定量調査に基づき，グローバル・ブラソド管
理の4類型それぞれの研究課題を提示した。主にブランド管理組織が職能諸部門に及ぼす影響，グ
ローバル・ブランド管理内容に関する親会社・地域統括本社・現地子会社間の意思決定権限分担，お
よびコミュニケーション部門と広告会社との協働におけるブランド管理組織の関与について定量的に
検討してきたが，今後はグローバル・ブラソド管理の各類型における個別の研究課題を定性的に検討
していく必要がある。
　ただし本稿で用いた2つの定量調査は母集団が少ないという点で限界を有する。上述の定量調査
結果はあくまで産業類型／企業国籍によるグローバル・ブラソド管理の傾向を示しているにすぎず，
それらがすべての企業に必ずしもあてはまるわけではない。しかしながらグローバル・ブラソド管理
の実態調査が極めてまれであることを考慮すると，本稿の分析には一定の意義があると思われる。
　またグローバル・ブランド管理体制についても再検討が必要である。第1調査では同一の産業類
型／企業国籍でブランド管理組織を導入する場合と既存部門で対応する場合がみられた。一言でブラ
ソド管理組織といっても，ブラソド管理組織が計画・評価を担い既存部門が実行を担う形態もあれ
ば，既存部門が一連の管理プロセスを一手に担う形態もあると考えられよう。今後はこのようなグ
ローバル・プラソド管理におけるブランド管理組織と職能部門間の機能分担についても実証的に明ら
かにしていく必要があろう。
本稿は平成14年度吉田秀雄記念事業財団助成研究に基づく成果の一部である。
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［注］
（1）井上（2002）は製品ブラソド管理客体としてのチャネル構成員，すなわち供給企業や流通企業を包含した分析
　枠組を提示している。製品ブランドの出自は最終消費老の抱く観念よりも製品自体にあり，当該製品を構成す
　る部品や成分の供給企業，および当該製品を再販売する流通企業に対する製造企業の首尾一貫した行動が製品
　ブランドの維持・増進による売上高極大化に決定的な影響を及ぼすとしている。このような製造企業とチャネ
　ル構成員との関係を考慮した既存研究では，製造企業と流通企業との関係についてのみ若干言及されてきた
　（Aaker　1991，　Tanaka　1993，　hocker，　Srivastava，　and　Ruekert　1994，　Hutton　1997，　Webster，　Jr．2000，陶山
　1994，尾崎1994）。しかしその内容についての内在的研究はごくわずかである。
②グローバル・ブランド管理が認知される以前から，「国境を越える」製品ブランド管理については欧州市場を
　中心に検討されている（Barwise　1993，　Shocker，　Srivastava，　and　Ruekert　1994）。ただしこれらの研究では，親
　会社と現地子会社における製品ブランド管理意思決定権限の分担や国際的な製品ブラソド管理プロセスについ
　て検討されているわけではない。グローバル・ブランド管理論はこれらの先駆的研究を補完するかたちで台頭
　してきたといえよう。
〔3）パールミュッター（Perlmutter　1969）によると，海外市場よりも国内市場に経営資源を集中し企業戦略を立案・
　実行するエスノセントリック（ethnocentric），親会社の企業戦略と同一の戦略を各現地子会社でも実行するポ
　リセソトリック（polycentric），各海外市場に適切な戦略を各国で独自に立案・実行させるリジオセントリック
　（reg重ocentric），そして各海外市場の特殊性を考慮しながらもグローバルで共通化された企業戦略を立案・実行
　するジオセソトリック（geocentric）という4つのポリシーに応じて親子関係が決定される。
（4）ストップフォード／ウェルズ（Stopford　and　Wells　1972）は，多国籍企業の国際化にともなってその組織構造が
　海外事業部制から製品事業部制あるいは地域事業部制，さらには製品事業部と地域事業部とを組み合わせたグ
　ローバル・マトリックス組織へと移行し，それにより意思決定権限が現地子会社から親会社へ集約化されると
　述べている。海外事業部制から製品事業部制，地域事業部制あるいはマトリックス組織へと移行する理由とし
　て，国内外の事業を統一的に捉える経営戦略の立案および統制制度が追究されるにともない，海外事業部の独
　立が大きな制約となることが挙げられる。また海外事業における製品多角化度および海外売上高比率の高低に
　ともなって，前者が高く後者が低い場合は製品事業部制，前者が低く後者が高い場合は地域事業部制，どちら
　も高い場合はグローバル・マトリックス組織が選択されるとしている。
（5）環境要因重視の分析枠組に対しては異論も唱えられている。なぜなら，外部環境が異質であっても標準化が行
　われる場合があるためである。たとえばソレソソソ／ヴィーチマン（Sorenson　and　Wiechmann　1975）は，環境
　要因の同質性と標準化の関係に関して次のような実証研究をおこなっている。環境要因は，①最終消費者の選
　好，②製品使用パターン，③製品ライフサイクル段階，④小売機構，⑤メディア普及度，⑥販売に関する法規
　制，⑦市場占拠率，⑧競争の性格（現地企業との競争か多国籍企業同士の競争か）の8つが選定され，その結
　果，①②⑥の同質性が標準化程度に大きく影響を与えていることが明らかになった。しかし，③と⑤に関して
　はそれらが同質であれ異質であれ標準化程度が高いことも明らかになった。つまり，環境要因のみが標準化を
　決定するわけではないことを示唆している。
（6）「企業要因・製品／産業要因・環境要因の優先順位」項目では無効回答が多く，他のそれと比べてサンプル数が
　極端に少ない（耐久消費財産業14，非耐久消費財産業6，日本企業13，欧米企業7）。しかしながら産業類型／
　企業国籍によるグローバル・ブランド管理の1傾向を導出し得ると判断し用いることとした。
⑦第2調査でも第1調査と同様に産業類型別／企業国籍別の分類方法を用いているが，第1調査とは異なり親会
　社，地域統括本社，および現地子会社を混在させて集計している。その根拠として次の2点が挙げられる。第
　1に親会社・地域統括会社・現地子会社間において同一製品ブラソドに対する回答がないため，第2に意思決
　定をおこなう側，あるいは受ける側のいずれか一方から回答を得られればグローバル・ブラソド管理の実態を
　客観的に把握することができると判断したためである。
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